
22年度 23年度要求20年度

事業番号 166

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　　(国土交通省)

予算事業名 半島地域振興等に必要な経費
事業開始

年度
平成19年度 作成責任者

担当部局庁 都市・地域整備局 担当課室 地方振興課半島振興室 課長　坂本　努

会計区分 一般会計 上位政策 都市再生・地域再生の推進

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

半島振興法第６条、
第１３条の２、
第１５条の２

関係する計
画、通知等

国土形成計画
半島振興法施行通知

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

地域産業の低迷、人口減少、高齢化等が進展している半島地域において、地域特性に応じた内発的な地域づくり活動
への支援等を通じ、半島地域における持続可能な暮らし・産業の創出に必要な実践的な知見の抽出と集約・分析・共
有化を行い、効果的な活性化の促進を図る。また、半島地域における社会経済情勢の変化等に対応した基礎調査を
実施し、半島振興法の施行に必要な情報を収集・分析する。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

半島地域の自立的発展を目指し、地域の多様な資源を活用した産業の創出につながる自主的かつ継続的な地域づくり活動を活発
化させるとともに、都市と半島地域、半島地域間の交流・連携を促進する。また、三方を海に囲まれ、平地に恵まれない半島地域固
有の課題についてデータ分析等を行う。
①半島地域の多様な資源を生かした暮らし・産業の創出
　半島地域のNPO団体、集落組織等による実践的な取組について、実証実験や専門家によるアドバイス活動を実施するとともに、
各団体間の情報交換の場を設定し、交流・連携の促進を行う。また、取組に共通する課題や成功・失敗要因の分析など、実践的な
知見の抽出と集約・分析・共有化を行い、効果的な活性化の促進を図る。
②半島地域共通の課題の把握・解決策の検討
　半島地域における限界集落問題、鳥獣被害、漂着ゴミ増加に代表される沿岸海域問題等の発生態様や半島地域ならではの特性
の把握、それらの課題の解決策を検討するための調査を実施する。
③半島地域の相互交流を促進するための半島地域づくり共同事例調査
　半島地域における共通課題の認識・解決策について共同事例調査を行い、知見を共有し、ワークショップ等で成果を普及する。
④半島地域に関する基礎的なデータの収集・分析
　半島振興施策の推進に必要な基礎データ収集等。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

19年度19年度 20年度 21年度21年度 22年度 23年度要求

予算額(補正後） 66 64 62 62

執行額 64 59 59

執行率 97.7% 92.3% 95.1%

総事業費(執行ベース) - - -

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

・発注先の選定にあたっては、透明性及び競争性の確保を図る観点から、企画競争による手続きを経た上で発注先を
特定して、請負契約を締結している。
・業務の実施にあたっては、適切な指示を行う等、国が求める調査内容になっているか、方策取りまとめに向けての内
容に過不足がないか等の進捗を確認している。
・調査終了後、完了時の検査を通じて発注先より提出される成果物の内容が、国が求め指示した調査事項を網羅し、
整理されているか等の確認を行っている。

見直しの
余地

これまでの支援事業が半島地域の活性化活動に向けた取組の初動の成功に繋がった一方、例えば、作り出した特産
品や体験観光メニューを、どのように売り込んでいけばいいかわからない、あるいは地域において活動に参画してくれ
る人材が見つからない等、活動の深化・広域化を目指す過程で人材やノウハウ面で苦戦しているのが現状況である。
本事業がこうした活動の次のステージに対応した効果的な支援となるよう、地域の協力者の増やし方、販売拡大にあ
たっての注意点などについて、先導的な取組団体のノウハウや経験を活動主体同士が共有し、各主体間の連携を構
築・強化するための取組メニューを調査内容に新たに組み込むことにより、高度化する活動への支援効果を高めるも
のとする。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

補
　
記

【予算科目】
282　半島地域振興等に必要な経費
001 半島らしい暮らし・産業創出事業経費　　　　　　　　　　　　（２１年度予算額）　　　（２１年度決算見込額）
　　・95016-2129-06-0110　諸謝金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３３千円　　　　　　　　　　　　０千円
　　・95016-2122-08-2010　職員旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　１，０１５千円　　　　　　　　１，００６千円
　　・95016-2122-08-6010　委員等旅費　　 　　　　　　　　　　　　　　 　７２３千円　　　　　　　　　　　　０千円
　　・95016-2123-09-2116  都市・地域づくり推進調査費　　　　　５９，５５２千円　　　　　　５７，６５５千円



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)て補足する)
(単位:百万円)

国土交通省 
５９百円 

半島地域の自立

的発展のための

施策等に係る企

画・立案 

A.都市・地域整備局 
５９百円 

半島地域の自立

的発展のための

施策等に係る企

画・立案 

【企画競

C.（株）日本経済研究所 
１４千円 

半島地域における地域づ

くり活動の連携調整機能

の形成に必要な知見の収

集等 

B..公益法人（３法人） 
４４千円 

【企画競

半島地域の現状や共通課

題に関する実践的知見の

収集等 

国土交通省 
５９百円 

半島地域の自立

的発展のための

施策等に係る企

画・立案 

A.都市・地域整備局 
５９百円 

半島地域の自立

的発展のための

施策等に係る企

画・立案 

【企画競

C.（株）日本経済研究所 
１４千円 

半島地域における地域づ

くり活動の連携調整機能

の形成に必要な知見の収

集等 

B..公益法人（３法人） 
４４千円 

【企画競

半島地域の現状や共通課

題に関する実践的知見の

収集等 



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者にれている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

A.　都市・地域整備局 E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

請負
半島地域の自立的発展のための
施策等に係る企画・立案

58

その他 職員旅費 1

計 59 計 0

B.　（財）日本システム開発研究所 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

請負
半島地域の現状や共通課題に関
する実践的知見の収集等

29

計 29 計 0

C.　（株）日本経済研究所 G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

請負
半島地域における地域づくり活動
の連携調整機能の形成に必要な
知見の収集等

14

計 14 計 0

D.　 H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



【別紙】

B.公益法人（３法人）　４４百万円

№ 支出先
金額

（百万円）

1
（財）日本システム開発研
究所 29

2 （財）日本交通公社 8

3 （財）日本開発構想研究所 7

4

5

6

7

8

9

10
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